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(57) Abstract: The present invention relates t o a zmc ox
[ 図 1] ide cylindrical target comprising a base material and a

zinc oxide target layer which has a structure formed by
stacking splats, wherein each o f the splats i s produced by
thermally spraying a zinc oxide powder on the base mate
rial and melting and flattening the thermally sprayed zinc
oxide powder. The zinc oxide cylindrical target i s charac
terized m that the splats have an average thickness o f
2-10 µπι and the zinc oxide target layer has a relative den
sity o f 87% or more.

(57) 要 約 ： 本 発 明 は 、 基 材 と、 該 基 材 の 上 に
酸 化 亜 鉛 系 粉 末 を 溶 射 して 溶 融 扁 平 した ス プ
ラ ッ トを積 み 重 ね た 組 織 か らな る酸 化 亜 鉛 系
タ ー ゲ ッ ト層 と 、 を 有 す る 酸 化 亜 鉛 系 円 筒
タ 一 ゲ ッ 卜で あ っ て 、 ス プ ラ ッ 卜の 平 均 厚 み
が 2 ~ 1 Ο µ で あ り、 且 つ 酸 化 亜 鉛 系 タ 一
ゲ ッ ト層 の 相 対 密 度 が 8 7 % 以 上 で あ る こ と
を特 徴 とす る。
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明 細 書

発明の名称 ：酸化亜鉛系円筒ターゲッ ト及びその製造方法

技術分野

[0001 ] 本発明は、酸化亜鉛系円筒スパ ッタ リングターゲ ッ ト等に使用されるのに

適 した酸化亜鉛系円筒ターゲ ッ ト及びそれを製造する方法に関するものであ

る。

背景技術

[0002] I T O ( I n d i u m T i n O x i d e ) は、代表的な透明導電膜の

材料 と して使用されているが、 I T O の原料であるインジウムは希少金属で

資源的な問題がある。 このため、低 コス トな代替材料の開発が行われてお り

、酸化亜鉛 に酸化アル ミニウムや酸化ガ リゥ厶を添加 したものが提案されて

いる （例えば、特許文献 1、 2 参照）。

[0003] また、生産性向上やコス ト低減の観点か ら、 ターゲ ッ トの利用効率が高 く

高出力での成膜 を可能 とする方法 と して円筒タ一ゲ ッ 卜が注 目されている。

一般的な酸化亜鉛系円筒ターゲ ッ 卜の製造方法 と しては、酸化亜鉛系粉末を

成形後焼結 して焼結体 と し、 この焼結体を所定形状 に加工 した後、円筒ター

ゲ ッ 卜基材 （以下、バ ッキングチューブ）にボンデ ィングする方法がある。

[0004] しか し、上述の方法は、製造 プロセスが長 く、特 にバ ッキングチューブに

ボンデ ィングするプロセスが煩雑であ り、製造 コス 卜がかかるという問題が

ある。 これに対 して、線膨張係数がバ ッキングチューブとターゲ ッ ト材料 と

の間となる物質を、バ ッキングチューブとタ一ゲ ッ 卜材料 との間に介在 させ

ることによってクラックを防止 したブラズマ溶射法が提案されている。 この

方法によれば、数 m m程度 にまで肉厚 を大 きくすることが実現 されている （

例えば、特許文献 3 参照）。

[0005] ところで、最近の高出力のスパ ッタでは、成膜速度の向上 と共に、 タ一ゲ

ッ 卜を肉厚化することによりメンテナンスサイクルを延長することが要望 さ

れている。 しか しなが ら、上述 したプラズマ溶射法では、高出力のスパ ッタ



のタ一ゲッ卜として使用するには十分な厚みを確保するまでは至っていない

。使用済みのタ一ゲッ卜を溶射で数 m m 程度肉盛 りして再利用する方法が提

案されているものの （例えば、特許文献 4 参照）、プラズマ溶射法によって

高密度で大きい肉厚を有する酸化亜鉛の円筒ターゲッ卜及びその製造する方

法は見出されていなかった。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献1 ：特開平 0 7 —2 5 8 8 3 6 号公報

特許文献2 ：特開 2 0 0 7 _ 2 8 0 7 5 6 号公報

特許文献3 ：特開平 0 7 — 1 1 4 1 9 号公報

特許文献4 ：特開平 1 1 —2 6 9 6 3 8 号公報

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0007] 本発明の目的は、スパッタリングの生産性を損なうことなく、長寿命の酸

化亜鉛系円筒ターゲット及びその製造方法を提供することにある。

課題を解決するための手段

[0008] 本発明者 らは、上記課題を解決するために鋭意検討 した結果、高密度で大

きい肉厚を有する酸化亜鉛系円筒タ一ゲッ卜を製造するためには、高温のプ

ラズマジエツ卜中に酸化亜鉛粉末の昇華を抑えられる範囲内で酸化亜鉛系粉

末をできるだけ長 く滞在させることが必要であることを見出した。この結果

、高密度でなお且つ肉厚が大きい酸化亜鉛系円筒ターゲッ卜及びその製造方

法を見出し、本発明を完成するに至った。

[0009] すなわち、本発明は、バッキングチューブなどの基材と、該基材の上に酸

化亜鉛系粉末を溶射 して溶融扁平 したスプラッ卜を積み重ねた組織からなる

酸化亜鉛系タ一ゲッ卜層とを有する酸化亜鉛系円筒タ一ゲッ卜であって、ス

プラット平均厚みが 2 ~ 1 0 m ( 2 从 以上 1 O m 以下）であり、且つ

酸化亜鉛系タ一ゲッ卜層の相対密度が 8 7 %以上であることを特徴とする。



ここで、本 明細書 中における 「酸化亜鉛 系」 とは酸化 アル ミニ ウム及び / 又

は酸化 ガ リゥ厶 を含 んでいて もよい酸化亜鉛 の ことを指 す。 また、 「溶融 扁

平 」 とは、バ ッキ ングチ ュー ブな どの基材 に衝 突溶着 した溶融粒 子が、基板

衝 突時 にデ ィス ク形状へ と扁平化 す る ことを意味す る。

[001 0] 本発 明の酸化亜鉛 系 円筒 ターゲ ッ 卜における酸化亜鉛 系 タ一ゲ ッ 卜層 の厚

み は 7 m m以上 であ る ことが好 ま しく、酸化亜鉛 系 タ一ゲ ッ 卜層 の平均細孔

径 は 6 0 0 n m 以下であ る ことが好 ま しい。

[001 1] また、酸化亜鉛 系 タ一ゲ ッ 卜層 における 1 m 以上 の細孔径 を有 す る細孔

の容積 は 0 . 0 1 5 m L / g 以 下であ る ことが好 ま しい。

[001 2] 酸 化亜鉛 系 ターゲ ッ ト層 の平均結 晶粒径 は 1 . 0 m 以下であ る ことが好

ま しい。 また、酸化亜鉛 系 ターゲ ッ ト層 は、酸化 アル ミニ ウム及び酸化 ガ リ

ゥ厶の少な くとも一方 の成分 を含有 し、該成分 の合計含有量 は 0 ~ 5 重量％

であ る ことが好 ま しい。

[001 3] 酸 化亜鉛 系 ターゲ ッ 卜層 の酸化 アル ミニ ウム または 及び酸化 ガ リウムの

分散性 が 0 ~ 3 0 % であ る ことが好 ま しい。 また、酸化亜鉛 系 ターゲ ッ ト層

の熱伝導率 が 4 . O W / ( m K ) 以上 であ る ことが好 ま しい。

[0014] 本発 明の酸化亜鉛 系 円筒 ターゲ ッ トは、バ ッキ ングチ ュー ブと酸化亜鉛 系

ターゲ ッ ト層 の間 に下地層 を有 す る ことが好 ま しい。 下地層 の厚 み は 0 . 3

2 . 0 m m であ る ことが好 ま しい。 下地層 は、亜鉛、 アル ミニ ウム、亜鉛

合金又 はアル ミニ ゥ厶合金 か らな るものであ る ことが好 ま しい。

[001 5] 本発 明では また、上述 の酸化亜鉛 系 円筒 タ一ゲ ッ 卜の製造方法 であ って、

平均粒 子径 が 2 0 ~ 7 0 m であ る溶射原料粉末 を、 ターゲ ッ 卜基板冷却構

造 で冷却 しなが ら基材 にプラズマ溶射 して前記酸化亜鉛 系 ターゲ ッ 卜層 を形

成 す る工程 を有 す る、酸化亜鉛 系 円筒 ターゲ ッ 卜の製造方法 を提供 す る。

[001 6] 本発 明では、溶射原料粉末 の溶射時 におけるターゲ ッ トの表面温度 が 2 0

0 °C 以下 とな るよ うに基板冷却構造 で当該 タ一ゲ ッ 卜を冷却 しなが らブラズ

マ溶射 す る ことが好 ま しい。

[001 7] 本発 明では、基板冷却構造 において、基板冷却配管 か ら噴流 した空気が タ



—ゲッ卜と衝突する位置が、溶融粒子がターゲッ卜に衝突する領域の中心か

らの距離が 2 0 ~ 4 0 m mである同心円状になるように基板冷却配管を配置

することが好ましい。

[001 8] 本発明は、酸化亜鉛系ターゲット層を乾式で切削加工する工程を有するこ

とが好ましい。また、その工程では、ダイヤモン ドバイ トの先端を圧縮ガス

及び/ 又は液化ガスで冷却 しながら酸化亜鉛系ターゲッ卜層を乾式で切削加

ェすることが好ましい。また、ダイヤモン ドバイ トの先端を、液化炭酸ガス

を吹き付けて発生するパウダー状 ドライアイスで冷却 しながら酸化亜鉛系タ

—ゲッ卜層を乾式で切削加工することが好ましい。

発明の効果

[001 9] 本発明によれば、スパッタリングの生産性を損なうことなく、長寿命の酸

化亜鉛系円筒ターゲッ卜及びその製造方法を提供することができる。

図面の簡単な説明

[0020] [ 図1] 本発明の一実施形態において、スプラットが堆積 していく過程の一例を

示す模式図である。

[ 図2] 本発明の一実施形態において、酸化亜鉛系粉末を溶射 して酸化亜鉛系円

筒タ一ゲッ卜を製造する方法を示す模式図である。

[ 図3] 本発明の一実施形態に用いられる基板冷却配管の配置を模式的に示す側

面図である。

[ 図4 ] 本発明の一実施形態において、基板冷却配管の配置を模式的に示す上面

図である。

[ 図5] 実施例 1 で製造 した酸化亜鉛系円筒ターゲッ卜の反射電子顕微鏡写真で

ある。

[ 図6] 比較例 2 で製造 した酸化亜鉛系円筒ターゲッ卜の反射電子顕微鏡写真で

ある。

[ 図7] 本発明の一実施形態である酸化亜鉛系円筒ターゲッ卜に下地層を形成す

る方法の一例を示す模式図である。

発明を実施するための形態



[0021 ] 以下、図面を参照 しながら、本発明の酸化亜鉛系円筒ターゲット及びその

製造方法の好適な実施形態について詳細に説明する。

[0022] 図 1 は、本発明の酸化亜鉛系円筒ターゲッ卜の製造方法の一実施形態にお

いて、スプラットが堆積 していく過程の一例を示す模式図である。図 1 に示

されるように、酸化亜鉛系円筒ターゲット1 0 0 は、バッキングチューブ 1

と酸化亜鉛系タ一ゲッ卜層 1 0 とを有する。酸化亜鉛系タ一ゲッ卜層 1 0 と

は、溶融粒子 3 が扁平 したスプラッ卜2 の積み重なった組織で形成された層

である。スプラット2 は、加熱 した粒子が基材であるバッキングチューブ 1

上に衝突し、扁平及び凝固した粒子である。

[0023] 図 1 に示されるように、スプラット2 が堆積 していく過程において、ブラ

ズマジエツ卜4 に供給された原料粉末 5 が溶融 して溶融粒子 3 となり、溶融

粒子 3 はバッキングチューブ 1上に衝突して、扁平 した状態で凝固する。扁

平 した状態で凝固した溶融粒子 3 は、スプラット2 としてバッキングチュー

プ 1上に堆積 していく。

[0024] スプラッ卜2 の平均厚みは 2 ~ 1 0 mであり、好ましくは4 ~ 8 Ί で

ある。スプラットの平均厚みが 2 m未満の場合には、サブミクロンの微細

な酸化亜鉛粒子がターゲット中に巻き込まれた状態で溶射されているため、

高密度化や肉厚を大きくすることが容易ではない。平均厚みが 1 0 mを超

える場合には、溶融が不十分な状態となりやすいので、緻密なターゲットが

できない。

[0025] スプラットの平均厚みは、ターゲットの厚み方向に沿って切断して得られ

る切断面 （以下、 「断面」という。）がでるように切断後、断面をダイヤモ

ンド砥粒で研磨する。その後、研磨 した断面を反射電子顕微鏡で観察 し、積

層 したスプラッ卜の平均厚みをインターセプト法により算出できる。具体的

には、断面に任意の位置で厚み方向に直線を引き、その直線の長さ内に存在

するスプラッ卜粒子個数からスプラッ卜の平均厚みを算出することができる

。尚、測定するスプラット2 の個数は 2 0 0 個以上とすることが好ましい。

[0026] 酸化亜鉛系タ一ゲッ卜層は、相対密度が 8 7 %以上であり、 8 9 %以上で



あることがより好ましい。ターゲットの相対密度が 8 7 %未満では、緻密な

スプラッ卜の堆積ができていないため、オープンポアやマイクロクラックが

多い。特にターゲット表面の冷却が不十分な場合には、酸化亜鉛の昇華凝固

した粉末がターゲッ卜内に巻き込まれ、フジッボ状の酸化亜鉛がターゲッ卜

に析出成長 し、ターゲットの緻密性や均質性が大幅に低下する。また、表面

凹凸が激 しいため、成膜時にタ一ゲッ卜表面温度が上昇すると共にアーキン

グが発生 し膜特性が安定 しないだけでなく、成膜速度が低下 しスパ ッタリン

グの生産性が悪化する。なお、相対密度は J S 規格 （R 1 6 3 4 ) に準拠

したアルキメデス法から求めた。

[0027] 酸化亜鉛系ターゲット層の厚みは 7 m m以上であることが好ましい。厚み

が 7 m m未満の場合には、高出力で生産するとターゲッ卜の寿命が大幅に低

下する傾向がある。

[0028] 酸化亜鉛系ターゲッ卜層を構成する粒子の平均細孔径は、 6 0 0 n m以下

であることが好ましい。平均細孔径が 6 0 0 n mを超える場合には、スパッ

タ中にターゲットの異常放電が発生 しやすく、膜特性が安定 しない。本実施

形態においては、特に細孔径の大きさと量の関係が重要であり、安定 した膜

特性を得るためには、細孔径 1 m以上の細孔容積が 0 . 0 1 5 m L / g 以

下であることが好ましい。更に好ましくは細孔径 1 m以上の細孔容積が 0

. 0 m L / g 以下である。

[0029] ターゲットを構成する粒子は、平均粒径 1 . 0 m以下の微細な結晶であ

ることが好ましく、 0 . 4 从 以上 1 . 0 m以下であることがより好まし

し、。平均結晶粒径が 1 . 0 m を超える場合にはァ一キングなどが発生 しや

すく、成膜時の膜特性が安定 しない。平均結晶粒径は、ターゲットを所定の

大きさに切断後その断面を研磨 してその微細組織を反射型電子顕微鏡で観察

後、インターセプ ト法により算出した平均結晶粒径である。

[0030] 酸化亜鉛系ターゲット層における、酸化アルミニウム及び/ 又は酸化ガリ

ゥ厶の合計含有量は、 0 ~ 5 重量が好ましく、 0 ~ 3 重量0/ 0であることがよ

り好ましい。酸化アルミニウム及び/ 又は酸化ガリゥ厶の合計含有量が 5 重



量％を超えると透明導電膜の透明性が低下するため膜 と して使用することが

できない。

[0031 ] 酸化亜鉛系ターゲ ッ トにおける、添加 した酸化アル ミニウム及び/ 又は酸

化ガ リゥ厶の分散性は、 0 % ~ 3 0 % であることが好ま しい。分散性が 3 0

% を超える場合には、酸化アル ミニウム及び/ 又は酸化ガ リゥ厶の凝集体が

多 く、分散性が悪いため、膜抵抗率などの膜特性が悪化する傾向にある。特

に、酸化アル ミニウム及び/ 又は酸化ガ リゥ厶の溶融が不十分な場合には、

分散性が悪化する傾向にある。分散性は、 ターゲ ッ トを所定の大 きさに切断

後その断面を研磨後、 E P M A 法により2 . 5 m m X 2 . 5 m m のエ リアを

A I または/ 及び G a の元素マ ツビングを行い、得 られた 2 5 6 (ボイン 卜

) X 2 5 6 (ポイン ト）の分析値 を統計処理することにより、その変動係数

を算出 し、それを分散性の指標 とすることができる。

[0032] 酸化亜鉛系タ一ゲ ッ 卜層の熱伝導率は 4 . OW / ( m K ) 以上であるこ

とが好ま しい。 4 . OW / ( m K ) 未満の場合には肉厚化に伴い、スパ ッ

タ中のターゲ ッ 卜表面温度が上昇 し、 ターゲ ッ 卜の割れや膜特性が不安定 と

なる。

[0033] また、酸化亜鉛系円筒ターゲ ッ トは、バ ッキングチュープと酸化亜鉛系タ

—ゲ ッ 卜層の間に厚みが 0 . 3 ~ 2 . O m mである亜鉛、 アル ミニウム、亜

鉛合金及びアル ミニゥ厶合金か らなる下地層を設けてもよい。

[0034] 下地層の材質は、亜鉛、 アル ミニウム、亜鉛合金 またはアル ミニウム合金

か らなる。下地層の材質に求め られる特性 と しては、バ ッキングチュープゃ

酸化亜鉛系タ一ゲ ッ 卜との密着性が高いだけでな く、スパ ッタ放電中に酸化

亜鉛系ターゲ ッ 卜に発生する応力を緩和するために塑性変形できる柔軟な材

料であることが要求される。

[0035] バ ッキングチューブと下地層 との密着性 を高める方法 と しては、バ ッキン

グチューブの表面を荒 らして表面の凹凸を設ける手段などが挙げられる。下

地層材料か らなる溶射粒子がバ ッキングチュ一プに衝突扁平 した時に、その

凹部分を埋めつ くすように広がることにより発生するアンカ一効果で密着性



が向上するか らである。

[0036] —方、酸化亜鉛系ターゲ ッ ト層 と下地層 との密着性 を向上させる方法 と し

ては、下地層の溶射最表面の凹凸部 に酸化亜鉛系タ一ゲ ッ 卜層を溶射させる

ことなどが挙げられる。 この方法を用いるとアンカ一効果により密着性が向

上する。

[0037] また、酸化亜鉛系ターゲ ッ ト層をスパ ッタ放電する場合、その表面温度は

およそ 2 0 0 ~ 3 0 0 °C程度であ り、酸化亜鉛系タ一ゲ ッ 卜層の肉厚化に伴

し、、酸化亜鉛系タ一ゲ ッ 卜層 と下地層及びバ ッキングチューブに熱応力が発

生する。 しか しなが ら、下地層の材質 と して前記 した亜鉛、 アル ミニウム、

亜鉛合金 またはアル ミニウム合金を選択することにより下地層の塑性変形 に

より熱応力の緩和効果が得 られる。

[0038] 下地層の厚みは 0 . 3 ~ 2 . 0 m mであることが好ま しい。下地層の厚み

が 0 . 3 m m未満の場合には下地層の密着性や塑性変形力が十分でな く、ス

パ ッタ放電時にタ一ゲ ッ 卜の剥離やクラックが発生することがある。 また、

下地層の厚みが 2 . O m m を超えると下地層の熱膨張の影響が大 きくな り、

スパ ッタ放電時にターゲ ッ トの割れが発生することがある。

[0039] 次に、本実施形態に係 る酸化亜鉛系円筒ターゲ ッ 卜の製造方法を詳細に説

明する。

[0040] 本実施形態に係 る酸化亜鉛系円筒ターゲ ッ 卜は、酸化亜鉛系粉末の溶射時

にタ一ゲ ッ 卜を冷却するための基板冷却構造を設けることが重要である。本

実施形態に係 る緻密な酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層を製造するためには、酸化亜

鉛系粉末をプラズマジエツ 卜に均一に原料粉末を導入 し溶融状態 と し、その

溶融状態を保 った状態で素早 く溶着 させることが肝要である。粉末の溶融 を

促進させるためには、 プラズマの出力を高 くする等により高温度の熱 プラズ

マを形成する方法が考 え られる。

[0041 ] しか しなが ら、酸化亜鉛は融点が 1 9 7 5 °C、昇華点が 1 7 2 5 °C という

ことか ら、 ターゲ ッ ト層に酸化亜鉛系を用いる場合には、高温下に長時間滞

在 させすぎると溶融する前 に粉末が昇華 して しまい溶着 しない成分 となる。



また、昇華 した酸化亜鉛は飛行中に冷却され微細な酸化亜鉛粒子を析出し、

これが酸化亜鉛系ターゲッ卜の表面に付着する。この付着物は酸化亜鉛系タ

—ゲッ卜層の密度を低下させるだけでなく、溶融 した酸化亜鉛系粒子の溶着

を阻害するため、ターゲッ卜表面にフジッボ状の凹凸やフジッボ内外周部で

の色調むらが発生する。更に、付着物がターゲット表面に残存するとターゲ

ッ卜の表面温度が上昇 し、肉厚を大きくする際にクラックの発生原因となる

ことがわかった。そのため、酸化亜鉛系円筒ターゲットを製造するためには

、酸化亜鉛系粉末の溶射時にターゲッ卜を冷却するための基板冷却構造を設

けることにより、タ一ゲッ卜の表面温度を下げてタ一ゲッ卜に残留する応力

を低減することが重要である。このようにして、スプラット平均厚みが 2 ~

1 O mであり、且つ酸化亜鉛系タ一ゲッ卜層の相対密度が 8 7 %以上の酸

化亜鉛系円筒タ一ゲッ卜を製造することができる。

[0042] 基板冷却構造としては、溶射時のターゲットの表面温度を下げることが可

能であるならば、特に制限はないが、エアを嘖出する基板冷却配管を用いる

ことが好ましい。タ一ゲッ卜に付着 した昇華凝固 した微細な酸化亜鉛粉末を

吹き飛ばすことで、均一な組織構造を有する酸化亜鉛系ターゲッ卜層を得る

ことができるからである。

[0043] 本実施形態では、溶射時の酸化亜鉛系の溶着粒子が衝突するエリァ以外の

タ一ゲッ卜の表面の温度が 2 0 0 °C以下となるように、タ一ゲッ卜を冷却す

るための基板冷却構造を設けることが好ましい。酸化亜鉛系の溶射では、下

地層を設けたバッキングチュープを回転台に固定 し、回転台を回転 しながら

溶射ガンを一定速度で走査 して酸化亜鉛系溶融粉末を溶射する。この時、溶

融 した粒子は 1 0 0 0 °cを超える高温状態であるため、基板冷却構造により

溶融粒子を効果的に冷却する必要がある。

[0044] 本実施形態に係る酸化亜鉛系タ一ゲッ卜層に用いる粉末の平均粒径として

は、 2 0 ~ 7 0 mであるものを用いる。当該平均粒径は、好ましくは3 0

~ 5 0 mである。平均粒径が 2 0 m未満の場合には、粉末が軽いためプ

ラズマ内への導入がうまくいかず、粉末の溶融度が低下 しターゲッ卜の密度



を高くすることが難 しい。平均粒径が 7 0 m を超えるとプラズマ中での粒

子内外での溶融度に違いが発生 し、緻密なターゲッ卜を製造することができ

ない。また、平均粒径が 7 0 m を超える場合、溶融度を向上させるために

高温のブラズマ内に長時間滞在する必要があるが、その場合酸化亜鉛の昇華

がおこりやすく緻密なターゲットを製造することが難 しい。

[0045] 酸化アルミニウム及び/ 又は酸化ガリゥ厶を含む酸化亜鉛系粉末中のアル

ミニゥ厶及び/ 又はガリゥ厶の分散性は0 %以上 3 0 %以下の範囲にあるこ

とが望ましい。分散性が 3 0 % を超える場合には、酸化亜鉛粉末中に添加 し

た酸化アルミニウム及び/ 又は酸化ガリゥ厶の分散性が悪 く、高品質なター

ゲッ卜を製造することが困難となる。

[0046] 酸化亜鉛系粉末の形状は、プラズマ中に導入することにより溶融 した状態

であれば特に限定するものではなく、球状粒子または粉砕粉を使用すること

ができる。

[0047] 酸化亜鉛系粉末の製造方法は特に限定 しないが、酸化亜鉛と酸化アルミ二

ゥ厶または/ 及び酸化ガリウムを所定量計量後、水中で分散混合 し、 ビーズ

ミル粉砕後、スプレー ドライにより造粒乾燥する方法が挙げられる。

[0048] バッキングチューブとしては、 S U S 製， Τ ί 製などの金属製が挙げられ

る。酸化亜鉛系ターゲット層を肉厚化する場合には、スパッタ放電時の熱膨

張差によるターゲッ卜に発生する応力を緩和するため、酸化亜鉛系円筒ター

ゲッ卜との熱膨張率が近いT i 製が好ましい。バッキングチュ一プとタ一ゲ

ッ卜との密着性を向上させるため、バッキングチューブ表面をプラス 卜して

荒 くしておくと良い。プラス 卜材料としては特に限定はしないが市販の高純

度な酸化アルミニウムが好ましい。

[0049] また、バッキングチューブと酸化亜鉛系ターゲット層の密着性を向上させ

るために、亜鉛、アルミニウム、亜鉛合金またはアルミニウム合金を下地層

として設けても良い。

[0050] 図 2 は、本実施形態に係る酸化亜鉛系粉末を溶射 して酸化亜鉛系円筒ター

ゲッ卜を製造する方法を示す模式図である。図 2 に示すように、まず、ブラ



ズマガス 6 を溶射ガン 7 に供給 し、溶射ガン 7 内部に対向 して置かれた陰極

と陽極の間に電圧をかけて直流アークを発生させることで、 プラズマジエツ

卜4 が発生する。次に、酸化亜鉛系粉末 （原料粉末 5 ) を空気などガス気流

中とともにプラズマジエツ 卜4 に供給 してバ ッキングチュープ 1 に溶射する

[0051 ] 本実施形態で使用する溶射ガンとしては、一般的な高電圧型の D C プラズ

マガンを用いることができ、例えば、 M e t t c h 社製 A X I A L - I I I

， P r a x i a 社製 P L A Z — J E T I し S u l z e r M e t c o 社製

T r i p I e x P r o T M - 2 0 0 などを用いることができる。

[0052] ブラズマガス流量はブラズマジエツ 卜中に投入された粉末が溶融するため

の滞在時間を確保するために重要である。本実施形態では、 プラズマガス流

量は 9 0 ~ 1 3 0 L / m i n . であることが好ま しい。 プラズマガス流量が

1 3 0 L / m i n . を超えると線速度が高 くな り滞在時間が短 くなるため酸

化亜鉛系粉末の溶融度が不十分 となる。 プラズマガス流量が 9 0 L / m i n

. 未満ではプラズマジェッ ト中での溶融度は向上するが、線速度が遅 くなる

ためプラズマジエツ 卜末端か らタ一ゲッ 卜表面に到達する時間が長 くなる。

その結果、溶融 した粒子表面の冷却凝固が起 こり、本実施形態に示すターゲ

ッ 卜密度を達成することができない。 また、 プラズマジェッ ト内での滞在時

間が長 くなるため、昇華が進み酸化亜鉛系円筒タ一ゲッ 卜の収率が低下する

[0053] プラズマガス組成 としては、酸化亜鉛系粉末の溶融性を高めるため、熱伝

導性の高いガスとして窒素及び水素を用いる事が望 ま しい。 プラズマガス中

の水素のガス組成比率 （体積％) は 5 ~ 3 0 % が好ま しい。水素が 5 %未満

の場合には、ガスの熱伝導率が低いため粉末の溶融性が低下 し、緻密なタ一

ゲッ 卜を形成することができない。水素濃度が 3 0 % を超えるとプラズマ出

力が不安定となるだけでな くプラズマ発生電極材料の消耗が増大するため実

生産には不向きである。

[0054] 溶射距離は、溶射ガン出口か らターゲッ トまでの距離で表され、その距離



はプラズマジエツ卜から飛び出した溶融粒子がターゲッ卜表面に溶着される

までの時間や温度と密接な関係があるため、ターゲッ卜の高密度化すること

、及び肉厚を大きくすることにとつて重要なパラメータである。本実施形態

の溶射距離は、 7 0 ~ 1 0 0 m mであることが好ましい。溶射距離が 1 0 0

m mを超える場合には、プラズマジエツ卜から飛び した粒子は冷却固化され

るため、緻密なターゲットを製造することができない。溶射距離が 7 O m m

未満の場合には、プラズマジエツ卜からの距離が短いため、プラズマジェッ

卜の輻射熱によりタ一ゲッ卜温度が上昇 し、タ一ゲッ卜製造時またはタ一ゲ

ッ卜製造終了後の冷却時にクラックが発生するため肉厚を大きくすることが

困難になる傾向にある。

[0055] 溶射距離に対するプラズマジェット長さの比である相対溶射距離は、 0 .

7 5 0 . 9 5 が好ましく、 0 . 7 7 ~ 0 . 9 0 であることがさらに好まし

し、。相対溶射距離が 0 . 7 5 未満の場合には、溶融粒子の冷却が進行 し本発

明に記載されるような高密度なタ一ゲッ卜を製造することが困難になる傾向

にある。また相対溶射距離が 0 . 9 5 を超える場合にはターゲット表面温度

の上昇によりクラックが発生 し肉厚を大きくすることが困難になる傾向にあ

る。

[0056] 酸化亜鉛系粉末のフィー ド方法は、特に限定 しないが一般に言われている

粉末を貯蔵するホッパーから空気などのガスの圧力を利用 して定量的にガス

流体と共にプラズマガス中にフィ一 ドする方法が挙げられる。プラズマガス

中へのフィ一ドする方法としては、溶射ガン出口側上部からプラズマガス流

体内に向かってフィー ド方法 （上部フィー ド法）が好ましい。上部フィー ド

法ではフィ一ドする粉末がプラズマジエツ卜中心の高温部分にうまくフィ一

ドできるか肝要となる。そのため粉末をフィ一 ドするために使用する空気な

どのキヤリァガス流量の最適範囲はフィ一ドに用いる粉末粒子径ゃプラズマ

ガス流量などによって変化する。

[0057] キャリアガス流量は3 ~ 1 2 L / m ί n . が好ましく、 5 ~ 9 l_ Z m i n

. であることがさらに好ましい。キャリアガス流量が 3 L / m ί η . 未満の



場合には、キヤ リァガス流量が少ないため粉末が旨 くプラズマガス気流中に

導入ができず、密度が低下するだけでな く、収率が悪化するため生産性が低

下する傾向にある。キャ リアガス流量が 1 2 L / m i n . を超える場合には

、 プラズマガス気流を貫通する粉末が見 られると共にキヤ リァガスの影響で

プラズマジエツ 卜が垂れ下がる傾向となるため、密度や収率が低下する傾向

にめる。

[0058] 本実施形態における粉末のフィー ド量の上限に特 に制限はな く、生産性の

観点か ら好ま しくは 3 0 g / m i n . 以上である。

[0059] 本実施形態の基板冷却構造において基板冷却配管 を用いる場合、基板冷却

配管か ら噴流 した空気がターゲ ッ 卜と衝突する位置は、溶融粒子がターゲ ッ

卜に衝突する中心位置か ら2 0 ~ 4 0 m mの同心円状 になるように基板冷却

配管 を配置することが好ま しい。 2 O m m より近い場合には、昇華 した酸化

亜鉛粒子の付着 を完全に除去できず冷却効率が低下するため、高密度で肉厚

の大 きいタ一ゲ ッ 卜を製造することが困難 になる傾向にある。 4 O m m を超

えると、冷却効果が大幅に低下するため、肉厚化できない。

[0060] 本実施形態における基板冷却構造において、冷却エアのタ一ゲ ッ 卜の水平

方向のエア圧力 （以下、水平圧力 Ρ τ ) が冷却効率 を向上するうえで重要であ

る。図 3 は、本実施形態における基板冷却配管の配置を模式的に示す側面図

である。図 4 は、本実施形態における基板冷却配管の配置を模式的に示す上

面図である。

[0061 ] 本実施形態において水平圧力 Ρ τ は、図 3 に示すように基板冷却配管 9 とタ

—ゲ ッ 卜1 0 0 の側面 とがなす角を ，、図 4 に示すように基板冷却配管 9 と

ターゲ ッ ト1 0 0 の円周の法線 とがなす角を e 2と し、基板冷却配管出口か ら

の嘖出する冷却エアの圧力を P と した場合、以下の式 （1 ) で表すことがで

きる。

P T = P X ( s i n + s i n ( 1 )

[0062] ここで、水平圧力 Ρ τ は、 0 . 1 M P a 以上であることが好ま しい。 0 . 1

M P a 未満の場合には、 タ一ゲ ッ 卜の冷却が十分にできない。



[0063] 基板冷却配管の本数は、最低 4 本以上を溶射ガンの外周部に装着する構造

を有する。回転するタ一ゲッ卜を溶射ガンが上下動または左右動を繰 り返 し

ながら、ターゲットを製造するため、ターゲットの表面温度は、溶着する酸

化亜鉛系粒子の位置によって変化する。そのため、基板冷却配管は、ターゲ

ッ卜の表面温度の変化に連動するように溶射ガン外周部に装着 しておく必要

がある。また、配管は溶融粒子がターゲットに衝突する中心からの同円状に

極力対照的な位置に配置 しておく方が良い。これにより、表面温度分布が均

—化されやすく、温度分布の非対称性による割れを防止することができる。

そのため、配管本数は4 本以上配置することが望ましい。

[0064] 図 7 は、本発明の一実施形態である酸化亜鉛系円筒ターゲット1 1 0 に下

地層 1 2 を形成する方法の一例を示す模式図である。図 7 に示されるように

、まず、プラズマガス 6 を溶射ガン7 に供給 し、溶射ガン7 内部に対向 して

置かれた陰極と陽極の間に電圧をかけて直流アークを発生させることで、プ

ラズマジェット4 が発生する。次に、下地層 1 2 の原料粉末 5 を空気などガ

ス気流中とともにブラズマジエツ卜4 に供給 してバッキングチュープ 1 に下

地層 1 2 を溶射 し、その後、酸化亜鉛系タ一ゲッ卜層 1 0 の原料粉末 5 を前

記と同様にして下地層 1 2 の上に酸化亜鉛系タ一ゲッ卜層 1 0 を溶射する。

なお、酸化亜鉛系ターゲット層 1 0 の厚みを均一化 したい場合、酸化亜鉛系

円筒タ一ゲッ卜1 0 を旋盤にセッ卜して回転させながら、酸化亜鉛系円筒タ

—ゲッ卜1 0 にバイ 卜を当てて長手方向に送ることで、乾式で切削加工する

ことが好ましい。

[0065] 使用できる旋盤としては、普通旋盤 （汎用の横型旋盤）、立て旋盤など円

筒の外周面を切削できて、バッキングチュープの長さに対応 したものであれ

ばよい。

[0066] 酸化亜鉛の緻密な焼結体はモース硬度が4 ~ 5 と言われているが、溶射 し

た酸化亜鉛ターゲットは焼結体より粒子の密着が弱い。 したがって、酸化亜

鉛ターゲットは焼結体より柔らかく、切削に用いるバイ トは、加工量が少な

く短時間の加工であれば、炭化タンダステンとコバル 卜の微粉末を焼結 した



超硬合金を用いることができる。

[0067] 仕上がりと加工時間を考慮すると、切削加工にダイヤモンドバイ トを用い

、該ダイヤモンドバイ 卜の先端を圧縮ガス及び/ 又は液化ガスで冷却 しなが

ら切削加工することが好ましい。

[0068] ダイヤモンドバイ トの種類は特に限定されないが、焼結品、C V D品、単

結晶品など各種有り、単結晶品が好ましい。

[0069] 圧縮ガスとしては圧縮エア、窒素などいかなるものも使用できるが、コス

卜の点で圧縮エアが好ましい。

[0070] 液化ガスとしては液体窒素、液化炭酸ガスなどを用いることができるが、

嘖出物の温度が非常に低いので圧縮ガスよりダイヤモンドバイ 卜の先端の冷

却効果が高く、また、その後、直ぐに蒸発 して残らない特徴がある。

[0071 ] 液化ガスの中でも液化炭酸ガスは、吹き付け時にパウダー状 ドライアイス

となるため、ダイヤモンドバイ トの先端を冷却するだけでなく、酸化亜鉛系

タ一ゲッ卜層の洗浄を施すことができるため、好ましい。

[0072] 液化炭酸ガスは、ボンベから調整器を介 してノズルから大気に噴出する祭

に断熱膨張による急激な温度の低下が起こり、パウダー状 ドライアイスとな

るが、バウダ一状 ドライアイスの形状と噴出圧力を精密に制御するためには

、太陽日酸株式会社製のマジックプラス トパウダーショッ卜など市販の装置

を用いることが好ましい。また、生成 したパウダー状 ドライアイスの噴出圧

力を調整するために窒素ガスや乾燥圧縮ェァなど用いても良い。

[0073] パウダー状 ドライアイスは数十 m と細かく、さらに酸化亜鉛系タ一ゲッ

卜層に衝突して容易に粉砕されるため、表面の凹凸に細かく食い込んで表面

の粉状物を吹き飛ばして洗浄する作用があり、蒸発 して後に残らないという

利点がある。周囲の湿度が高い場合、パウダー状 ドライアイスによる冷却で

酸化亜鉛系ターゲッ卜層が濡れることもあるが、冷却された部分をホッ卜ェ

ァなどで乾燥させながら加工すれば問題ない。

[0074] 以上、本発明の好適な実施形態を説明したが、本発明は上述の実施形態に

限定されるものではない。



実施例

[0075] 以下、実施例及び比較例 により本発明を具体的に説明するが、本発明はこ

れ らの実施例 に限定されるものではない。なお、実施例で得 られた酸化亜鉛

系円筒タ一ゲ ッ 卜の評価は以下の通 りに して行 った。

[0076] (相対密度）

酸化亜鉛系円筒タ一ゲ ッ 卜層を 3 c m角 に切 り出 して、 ターゲ ッ ト密度測

定用の試料を作製 した。そ して、式 （2 ) に基づいて、試料のかさ密度 ( p b

) を算出 した。 ここで、W 1 は試料の乾燥重量、W 2 は水中で煮沸 して冷却

した後の水中における試料の重量、W 3 は包水重量、及び は密度測定時の

温度か ら算出される水の密度 を示す。

p b = W / (W 3 - W 2 ) X p ！ ( 2 )

[0077] 酸化亜鉛系ターゲ ッ ト層の真密度は、酸化亜鉛の真密度 を 5 . 6 0 6 g /

c m 3、酸化アル ミニウムの真密度 を 3 . 9 7 g / c m 3、酸化ガ リウムの真

密度 を 5 . 9 5 g / c m 3 と し、それぞれの重量比率 より求めた。酸化亜鉛系

ターゲ ッ ト層の相対密度は、酸化亜鉛系の真密度 に対する上記式 （2 ) で算

出 したかさ密度 （p b ) の割合を百分率 にて表わ した。 この相対密度の測定は

、 J I S 規格 （R 1 6 3 4 ) に準拠 して行 った。

[0078] (厚み測定）

酸化亜鉛系円筒タ一ゲ ッ 卜を溶射する前後 において、円筒タ一ゲ ッ 卜層の

厚みを、 ノギスを用いてそれぞれ 5 点計測 した （計 1 0 点）。 これ らの計測

値か ら溶射前後の厚みの変化を算出 し、その厚みの変化の平均値 を円筒タ一

ゲ ッ 卜の厚み と した。

[0079] ( スプラッ ト平均厚み）

円筒ターゲ ッ ト層の厚み方向に沿 って切断 して得 られた切断面 （以下、 「

断面」 という）をダイヤモン ド砥粒で研磨 し、研磨 した断面を反射電子顕微

鏡で観察 して、積層 したスプラッ 卜の平均厚みをインターセプ ト法で算出 し

た。インターセプ ト法では、次の方法でスプラッ トの平均厚みを算出 した。

すなわち、断面の任意の位置において、厚み方向に複数の直線 を引 く。 この



際、直線の長さ内に存在するスプラッ 卜粒子の個数が 2 0 0 個以上になるよ

うに複数の直線を引 く。 この複数の直線の長さの合計値を、直線の長さ内に

存在するスプラッ 卜粒子の個数で割 った値を、スプラッ 卜の平均厚みとして

算出 した。

[0080] (細孔径、細孔容積の測定）

ターゲッ 卜層を構成する粒子の細孔径及び細孔容積は、水銀圧入式の細孔

分布測定装置 （島津製作所製、商品名 「才一 卜ポア I V 9 5 1 0 」）を使用

した。試料 と水銀の接触角を 1 3 0 ° とし、水銀導入圧力を変化させて、水

素導入圧力と圧入量の関係より、細孔径及び細孔容積を算出 した。

[0081 ] (分散性の測定）

ターゲッ ト層を所定の大きさに切断 し、得 られた断面を研磨 した。 E P M

A 法により、研磨 した断面の 2 . 5 m m X 2 . 5 m mのエ リアの A I 及び/

又はG a の元素マッピングを行 った。得 られた 2 5 6 (ポイン ト） X 2 5 6

(ポイン ト）の分析値の統計処理を行 って、酸化物換算での変動係数を算出

した。 これをターゲッ ト層の分散性の指標 とした。

[0082] (平均結晶粒径）

平均結晶粒径は切 り出 したターゲッ 卜層の研磨断面の反射電子顕微鏡観察

写真を用いて、インターセプ ト法により算出 した。

[0083] (熱伝導率の測定）

熱伝導率は、熱流エネルギーを電気的な発熱量などとして与え、試料の 2

点間の温度勾配を測定することにより求める定常法にて測定 した。測定方法

はA S T M の E 1 5 3 0 - 0 4 に準拠する方法で行い、測定装置は定常法熱

伝導率測定装置 （アルバ ック理工製、商品名 「G H _ 1 」）を使用 した。

[0084] ( ターゲ ッ 卜表面温度の測定）

放射温度計をタ一ゲッ 卜中央部にあて、溶射中のタ一ゲッ 卜の表面温度を

秒 ごとにデータを取 り込んだ。取 り込んだ温度か ら溶射中の最大温度を読

み取 り、 これをターゲッ ト表面温度 とした。

[0085] (透過率の測定）



ターゲット層をスパッタリングし、膜厚 1 5 0 n mの膜をガラス基板上に

成膜 して、この膜の透過率を分光光度計 （H I T A C H I 社製、商品名 「U

—4 1 0 0 」）を用いて測定 した。測定 した透過率を、 J I S ( R Z 8 7 0

1 ) に記載されている白昼光 （D 6 5 ) の相対分光分布値を用いてD 6 5 光

での光透過率に換算 した。

[0086] (実施例 1 )

直径 3 インチ （7 6 . 2 m m) のS U S 製バッキングチュープを、酸化ァ

ルミニゥ厶 （不二製作所製、商品名 「フジランダムW A —6 0 」）を用いて

プラス 卜した。このバッキングチューブを回転台の上に固定 し、バッキング

チューブの内側を水冷 しながら、 1 5 0 r p mで回転させて酸化亜鉛系タ一

ゲッ卜の原料を溶射 した。酸化亜鉛系タ一ゲッ卜の原料として、平均粒子径

が 4 5 mの酸化アルミニウムの含有量が 1 . 5重量0/ 0である酸化亜鉛を粉

末供給器に仕込んだ。プラズマガスとしては、 1 0 %の水素を含む窒素ガス

を 1 0 0 L / m i n . の速度で流通 して出力 7 0 k W ( 3 9 O A ) の熱ブラ

ズマを用いた。

[0087] 酸化亜鉛系ターゲットの原料の溶射の条件は次の通りとした。溶射距離は

8 O m mとし、この時の相対溶射距離は0 . 8 8 であった。また、原料粉末

の供給量は 6 0 g / m i n . 、原料粉末を供給するためのアルゴンガス流量

は 6 L / m i n とした。基板冷却配管は合計で 8 本を装着 した。配管 1本当

たりのターゲット軸に対する水平圧力を0 . 3 M P a とした。 8 本の基板冷

却配管のうち、タ一ゲッ卜面におけるプラズマ中心からの距離が 2 5 Ί Ί Φ

となる同心円状に4 本を配置 し、 3 5 Ί Ί Φ となる同心円状に4 本を配置 し

て、溶射を行った。溶射中のタ一ゲッ卜の最大表面温度は 1 3 6 °Cであった

[0088] 上述の通り原料の溶射を行った結果、スプラット平均厚みが 6 . 5 m

相対密度が 9 0 . 2 。/。、及び厚みが 1 4 m mであるターゲットが得 られた。

このターゲットには、割れ及びクラックがなかった。ターゲットの細孔容積

は0 . 0 2 1 m L / g 、平均細孔径は4 2 0 n m、及び 1 以上の細孔径



を有する細孔の容積は 0 . 0 0 6 9 m L / g であった。 ターゲ ッ トの平均結

晶粒径は 0 . 8 m、酸化アル ミニ ウム含有量は 2 . 2 重量 0/ 0、酸化アル ミ

二ゥ厶の分散性は 2 4 . 7 %、及び熱伝導率は 5 . OW / ( m K ) であつ

た。

[0089] このターゲ ッ トを用いて、 4 . 5 k W ( 3 2 . 8 W / c m 2 ) 、 A r ガス ：

4 0 c m 3 m ί n . 、圧力 ：0 . 4 P a の条件下で、 2 0 時間スパ ッタ放電

を行 った。その結果、スパ ッタ放電によって生 じたアーク数は 1 1 8 個であ

つた。 また、成膜 した膜厚 1 5 0 n mの透明導電膜の透過率は 8 7 . 8 % で

あった。

[0090] (実施例 2 )

プラズマガス流量を 1 2 0 L / m ί n . 、溶射距離 を 9 0 m m と したこと

以外は実施例 1 と同様の方法で溶射を行 ってタ一ゲ ッ 卜を得た。溶射中のタ

—ゲ ッ 卜の最大表面温度は 1 2 8 °C であった。

[0091 ] 上述の通 り原料の溶射を行 った結果、スプラッ ト平均厚みが 5 . 8 m

相対密度が 8 9 . 4 %、厚みが 1 4 m mであるターゲ ッ トが得 られた。 この

タ一ゲ ッ 卜には割れ及びクラックがなかつた。 タ一ゲ ッ 卜の細孔容積は 0 .

0 2 1 m l_ g 、平均細孔径は 4 6 5 n m、及び 1 以上の細孔径 を有す

る細孔の容積は 0 . 0 0 7 0 m L / g であった。 ターゲ ッ トの平均結晶粒径

は 0 . 7 m、酸化アル ミニ ウム含有量は 2 . 1 重量 0/ 0、酸化アル ミニ ウム

の分散性は 2 5 . 5 %、及び熱伝導率は 5 . OW / ( m K ) であった。

[0092] このタ一ゲ ッ 卜を用いて、実施例 1 と同様の条件でスパ ッタ放電を行 った

。その結果、スパ ッタ放電によって生 じたアーク数は 1 3 8 個であった。 ま

た、成膜 した膜厚 1 5 0 n mの透明導電膜の透過率は 8 9 . 0 % であった。

[0093] (実施例 3 )

水素 （H 2 ) を 1 5 体積％含む窒素 と水素の混合ガスをプラズマガスと し、

基板冷却配管 1 本当た りのターゲ ッ 卜軸 に対する水平圧力が 0 . 2 M P a に

なるように したこと以外は、実施例 1 と同様の方法で溶射を行 ってタ一ゲ ッ

卜を得た。なお、溶射中のタ一ゲ ッ 卜の最大表面温度は 1 5 1 °C であった。



[0094] 上述の通り原料の溶射を行った結果、スプラット平均厚みが 7 . 2

相対密度が9 0 . 7 %、厚みが9 m mであるターゲットが得られた。このタ

—ゲッ卜には割れ及びクラックがなかった。ターゲットの細孔容積は0 . 0

2 0 m L g、平均細孔径は4 0 0 n m、及び 1 从 m以上の細孔径を有する

細孔の容積は0 . 0 0 6 9 m L / g であった。ターゲットの平均結晶粒径は

0 . 6 , 酸化アルミニウム含有量は2 . 0 重量％、酸化アルミニウムの

分散性は2 6 . 1%、及び熱伝導率は5 . 2 W / ( m K ) であった。

[0095] このタ一ゲッ卜を用いて、実施例 1 と同様の条件でスパッタ放電を行った

。その結果、スパッタ放電によって生じたアーク数は 1 2 4 個と少なかった

。また、成膜した膜厚 1 5 0 n mの透明導電膜の透過率は8 8 . 3 %であつ

た。

[0096] (実施例4 )

酸化亜鉛系ターゲットの原料として、酸化ガリウムを2 . 0 重量0/0含有す

る平均粒子径4 5 mの酸化亜鉛系粉末を用いたこと以外は、実施例 2 と同

様の方法で溶射を行ってタ一ゲッ卜を得た。

[0097] 上述の通り原料の溶射を行った結果、スプラット平均厚みが 5 . 4

相対密度が9 0 . 3 %、厚みが 1 4 m mであるターゲットが得られた。この

タ一ゲッ卜には割れ及びクラックがなかつた。タ一ゲッ卜の細孔容積は0 .

0 2 0 m L / g 平均細孔径は4 2 0 n m、及び 1 从 m以上の細孔径を有す

る細孔の容積は0 . 0 0 6 9 m L / g であった。ターゲットの平均結晶粒径

は0 . 7 m、酸化ガリウム含有量は3 . 0 重量0/0、酸化ガリウムの分散性

は2 5 . 4 %、及び熱伝導率は5 . 1 W / ( m K ) であった。

[0098] このタ一ゲッ卜を用いて、実施例 1 と同様の条件でスパッタ放電を行った

。その結果、スパッタ放電によって生じたアーク数は 1 9 8 個であった。ま

た、成膜した膜厚 1 5 0 n mの透明導電膜の透過率は8 7 . 9 %であった。

[0099] (比較例 1 )

溶射の際に基板冷却をしなかったこと以外は、実施例 1 と同様にしてタ一

ゲッ卜を得た。溶射中のタ一ゲッ卜の最大表面温度は4 9 4 °Cであった。得



られたターゲ ッ トには、 フジッボ状の突起 を有する酸化亜鉛が析 出 してお り

、表面 に非常に大 きな凹凸が生 じていた。 フジッボ状の突起の内部 は黄色み

のある色調 を有 し、 フジッボ状の突起の外周部 は緑 白色 を有 していた。 この

ような突起の色調 によって、 ターゲ ッ トはまだ ら模様 を有 してお り、 円筒 タ

—ゲ ッ 卜と しては使用で きないものであ った。 タ一ゲ ッ 卜を肉厚 を大 きくし

てい くとフジッボ部が粗大化 し、 タ一ゲ ッ 卜厚み 3 m m するとタ一ゲ ッ 卜表

面がフジッボ部 に覆われた状態であ った。 このタ一ゲ ッ 卜の相対密度 は 7 6

. 6 % であ り、 スプラッ ト平均厚みは 5 . O m であ った。

[01 00] (比較例 2 )

酸化亜鉛系タ一ゲ ッ 卜の原料 と して、平均粒径 8 0 m か らなる 1 . 5 重

量 0/ 0の酸化 アル ミニウムを含む酸化亜鉛粉末 を使用 した。 プラズマガス流量

1 5 0 L / m ί n . 、 1 0 0 % N 2、溶射距離 7 0 m m の条件で溶射 した。基

板冷却配管 は、合計で 2 本 を装着 した。配管 1 本 当た りのターゲ ッ ト軸 に対

する水平圧力を 0 . 0 5 M P a と した。 ターゲ ッ ト面 におけるプラズマ中心

か らの距離が 4 5 m m となる同心 円上 に 2 本 を配置 して溶射 を行 った。溶

射中のタ一ゲ ッ 卜の最大表面温度 は 3 2 7 °C であ った。

上述の通 り原料の溶射 を行 って得 られたタ一ゲ ッ 卜のスプラッ 卜平均厚み

は 1 4 . 9 m、相対密度 は 8 2 . 3 % で、厚みは 3 m m であ った。 このタ

—ゲ ッ 卜にはクラックが発生 していた。 このターゲ ッ トの細孔容積 は 0 . 0

3 7 m L g 、平均細孔径 は 7 0 0 n m、 バm以上の細孔径 を有する細孔

の容積 は 0 . 0 2 1 m L / g であ った。 また、 このターゲ ッ トの平均結晶粒

径 は 1 . 1 m、酸化 アル ミニウム含有量は 2 . 2 重量 0/ 0、酸化 アル ミニゥ

厶の分散性 は 3 . 9 % 、熱伝導率 は 3 . O W / ( m K ) であ った。

[01 0 1 ] (比較例 3 )

溶射距離 1 1 O m m、 タ一ゲ ッ 卜面上での溶射中心か ら距離が 1 5 m m

の同心 円上 に基板冷却配管配置 を設置 した こと以外は、比較例 2 と同様な条

件で溶射 を行 ってターゲ ッ 卜を得た。溶射中のターゲ ッ 卜の最大表面温度 は

2 3 5 °C であ った。



[01 02] 得 られたターゲ ッ トのスプラッ トの平均厚みは 1 8 . 5 m、相対密度 は

7 7 . 8 % 、 ターゲ ッ ト厚みは 9 m m であ った。 このターゲ ッ トの細孔容積

は 0 . 0 5 5 m L / g 、平均細孔径 は 9 7 0 n m 、 l m 以上の細孔径 を有

する細孔の容積 は 0 . 0 4 0 m L / g であ った。 また、 このターゲ ッ トの平

均結晶粒径 は 1 . 1 m、酸化 アル ミニウム含有量は 2 . 1 重量 0/ 0、酸化 ァ

ル ミ二ゥ厶の分散性 は 3 2 . 4 % 、熱伝導率 は 2 . 8 W / ( m K ) であ つ

た。

[01 03] このターゲ ッ トを用いて、 4 . 5 k W 、 （3 2 . 8 W / c m 2 ) 、 A r ガス

: 4 0 c m 3 / m ί n . 、圧力 ：0 . 4 P a の条件で 2 0 h r スパ ッタ放電を

行 った。 その結果、 スパ ッタ放電によって生 じたアーク数 は 1 8 4 3 個 であ

つた。 また、成膜 した膜厚 1 5 0 n m の透明導電膜の透過率 は 8 6 . 8 % で

あ った。 どち らの膜特性 も実施例 1 ~ 4 と比較 して悪化 していることがわか

る。

[01 04] 実施例 1 ~ 4 、比較例 1 ~ 3 で得 られた結果 を表 1 に纏めて示す。

[01 05] [ 表 1]

[01 06] (参考例 1 )

直径 3 イ ンチ （7 6 . 2 m m ) の S U S 製バ ッキングチュープを、 アル ミ

ナ （不二製作所製、商品名 「フジランダムW A — 6 0 」）を用いてプラス ト

処理 した。 プラス ト処理 したバ ッキングチュ一プ上のプラス ト付着物 をエタ

ノール使 って取 り除いた後、エアパージ した。 これを回転台の上 に固定 し、

1 5 0 r p m で回転 しなが ら、純度 9 9 . Ί 。/。、平均粒子径 5 0 从m のアル



ミニゥ厶を 0 . 5 m m の厚みになるまで溶射 して下地層 を形成 した。

[01 07] 次 に、下地層の上 に、平均粒子径が 4 5 m の酸化 アル ミニウム 1 . 5 重

量％を含む酸化亜鉛 を 9 m m の厚みになるまで溶射 した。 このターゲ ッ トを

用いて、 4 . 5 k W ( 3 2 . 8 W / c m 2 ) 、 A ガス流量 ：4 0 c m m

ί n . 、圧力 ：0 . 4 P a の条件で 2 0 時間スパ ッタ放電を行 った。 その結

果、 ターゲ ッ トには割れは発生 しなか った。

[01 08] (参考例 2 )

アル ミニウムの下地層の厚みを 1 . 0 m m に した事以外は参考例 1 と同様

に してアル ミニウムを溶射 した。次 に、参考例 1 と同様の酸化亜鉛 を 9 m m

の厚みになるまで溶射 した。 このターゲ ッ トを 4 . 5 k W ( 3 2 . 8 W / c

m 2 ) 、 A ガス流量 ：4 0 c m 3 / m i n . 、圧力 ：0 . 4 P a で 2 0 h r

スパ ッタ放電 したが割れは発生 しなか った。

[01 09] (参考例 3 )

参考例 1 と同様 にブラス ト処理 した S U S 製バ ッキングチュ一プに、参考

例 1 と同様 に してアル ミニウムを 2 . 0 m m の厚みになるまで溶射 して下地

層 を形成 した。次 に、 この下地層の上 に、参考例 1 と同様 に して酸化亜鉛 を

1 2 m m の厚みになるまで溶射 した。 このように して得 られたターゲ ッ トを

用いて、 4 . 5 k W ( 3 2 . 8 W / c m 2 ) 、 A ガス流量 ：4 0 c m 3 / m

ί n . 、圧力 ：0 . 4 P a の条件で 3 0 時間スパ ッタ放電を行 った。 その結

果、 ターゲ ッ トには割れは発生 しなか った。

[01 10] (参考例 4 )

参考例 3 と同様 にブラス ト処理 した S U S 製バ ッキングチュ一プに、参考

例 3 と同様 に して亜鉛 を 0 . 5 m m の厚みになるまで溶射 して下地層 を形成

した。次 に、 この下地層の上 に、参考例 3 と同様 に して酸化亜鉛 を 9 m m の

厚みになるまで溶射 した。 このように して得 られたターゲ ッ トを用いて、 4

. 5 k W ( 3 2 . 8 W / c m 2 ) 、 A ガス流量 ：4 0 c m m ί n . 、圧

力 ：0 . 4 P a の条件で 2 0 時間スパ ッタ放電を行 った。 その結果、 タ一ゲ

ッ 卜には割れは発生 しなか った。



[01 11] (参考例 5 )

参考例 3 と同様 にブラス ト処理 した S U S 製バ ッキングチュ一プに、純度

9 9 . 5 % 、粒度 4 O m の A I _ C u 系 （A 2 0 1 7 ) の アル ミニウム合

金 を 0 . 5 m m の厚みになるまで溶射 して下地層 を形成 した。次 に、 この下

地層の上 に、参考例 3 と同様 に して酸化亜鉛 を 9 m m の厚みになるまで溶射

した。 このように して得 られたターゲ ッ トを用いて、 4 . 5 k W ( 3 2 . 8

W / c m 2 ) 、 A ガス流量 ：4 0 c m 3 / m ί n . 、圧力 ：0 . 4 P a の条

件で 2 0 時間スパ ッタ放電を行 った。 その結果、 ターゲ ッ トには割れは発生

しなか った。

[01 12 ] (参考例 6 )

参考例 1 と同様 にブラス ト処理 した Τ ί 製バ ッキングチュ一プに、純度 9

9 . 7 % 、平均粒子径 5 0 m のアル ミニウムを原料粉末 と して用い、 0 .

1 m m の厚みになるまで溶射 して下地層 を形成 した。次 に、 この下地層の上

に、平均粒子径が 4 5 m の酸化 アル ミニウム 1 . 5 重量 0/ 0 を含む酸化亜鉛

を 7 m m の厚みになるまで溶射 した。

[01 13] このように して得 られたターゲ ッ トを用いて、 4 . 5 k W ( 3 2 . 8 W /

c m 2 ) 、 A ガス流量 ：4 0 c m 3 / m ί n . 、圧力 ：0 . 4 P a の条件で

2 0 時間スパ ッタ放電を行 った。 その結果、 ターゲ ッ トには割れが発生 した

[01 14] 参考例 1 ~ 6 で得 られた結果 を表 2 にまとめた。

[01 15 ] [ 表 2 ]

産業上の利用可能性



[01 16] 本発明の酸化亜鉛系円筒 ターゲ ッ 卜は、 ノー トパ ソ コ ンや携帯電話の表示

素子用電極、太陽電池用電極、 プラズマデ ィスプ レイパネル用電極、な どの

透明導電膜用途 に利用で きるスパ ッタ リング用円筒 タ一ゲ ッ 卜を提供するこ

とがで きる。

符号の説明

[01 17] ' バ ッキングチューブ、 2 ' スプラッ ト、 3 溶融粒子、

4 プラズマジエツ 卜、 5 原料粉末、 6 プラズマガス、 7

溶射 ガン、 8 電源、 9 基板冷却配管、 1 0 酸化亜

鉛系タ一ゲ ッ 卜層、 1 1 溶射距離、 1 2 下地層、 1 0 0 ， 1 1

0 酸化亜鉛系円筒 タ一ゲ ッ 卜。



請求の範囲

基材 と、該基材の上 に酸化亜鉛系粉末 を溶射 して溶融扁平 したスプ

ラッ 卜を積み重ねた組織か らなる酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層 と、 を有す

る酸化亜鉛系円筒 タ一ゲ ッ 卜であ って、

前記スプラッ 卜の平均厚みが 2 ~ 1 0 m であ り、

前記酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層の相対密度が 8 7 % 以上である酸化亜

鉛系円筒 タ一ゲ ッ 卜。

前記酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層の厚みが 7 m m以上である、請求項 1

記載の酸化亜鉛系円筒 タ一ゲ ッ 卜。

前記酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層の平均細孔径が 6 0 0 n m以下である

、請求項 1 または 2 に記載の酸化亜鉛系円筒 タ一ゲ ッ 卜。

前記酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層の 1 m 以上の細孔径 を有する細孔の

容積が 0 . 0 1 5 m L / g 以下である、請求項 1 ~ 3 のいずれか一項

に記載の酸化亜鉛系円筒 ターゲ ッ 卜。

前記酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層の平均結晶粒径が 1 . 0 m 以下であ

る、請求項 1 ~ 4 のいずれか一項 に記載の酸化亜鉛系円筒 ターゲ ッ 卜

[ 請求項 6] 前記酸化亜鉛系タ一ゲ ッ 卜層 における酸化 アル ミニウム及び/ 又 は

酸化 ガ リウムの合計含有量が 0 ~ 5 重量％である、請求項 1 ~ 5 のい

ずれか一項 に記載の酸化亜鉛系円筒 ターゲ ッ ト。

[ 請求項 7 ] 前記酸化亜鉛系タ一ゲ ッ 卜層 における酸化 アル ミニウム及び/ 又 は

酸化 ガ リゥ厶の分散性が 0 % ~ 3 0 % である、請求項 1 ~ 6 のいずれ

か一項 に記載の酸化亜鉛系円筒 タ一ゲ ッ 卜。

[ 請求項8] 前記酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層の熱伝導率が 4 . O W / ( m K ) 以

上である、請求項 1 ~ 7 のいずれか一項 に記載の酸化亜鉛系円筒 タ一

ゲ ッ 卜。

[ 請求項 9] 前記基材 と前記酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層の間に下地層 を有 し、

前記下地層の厚みは 0 . 3 ~ 2 . O m m であ り、



前記下地層は、亜鉛、 アル ミニウム、亜鉛合金又はアル ミニウム合

金か らなる、請求項 1 ~ 8 のいずれか一項 に記載の酸化亜鉛系円筒 タ

—ゲ ッ 卜。

[ 請求項 10 ] 請求項 1 ~ 9 のいずれか一項の酸化亜鉛系円筒 ターゲ ッ 卜の製造方

法であ って、

平均粒子径が 2 0 ~ 7 0 m である溶射原料粉末 を、 タ一ゲ ッ 卜基

板冷却構造で冷却 しなが ら前記基材 にブラズマ溶射 して前記酸化亜鉛

系ターゲ ッ 卜層 を形成する工程 を有する、酸化亜鉛系円筒 ターゲ ッ 卜

の製造方法。

[ 請求項 1 ] 前記溶射原料粉末の溶射時における前記 ターゲ ッ 卜の表面温度が 2

0 0 °C 以下 となるように前記基板冷却構造で当該 ターゲ ッ トを冷却 し

なが らプラズマ溶射する、請求項 1 0 に記載の酸化亜鉛系円筒 ターゲ

ッ 卜の製造方法。

[ 請求項 12 ] 前記基板冷却構造 において、基板冷却配管か ら噴流 した空気が前記

ターゲ ッ トに衝突する位置が、前記溶融粒子が前記 ターゲ ッ 卜に衝突

する領域の中心か らの距離が 2 0 4 0 m m である同心 円状 になるよ

うに前記基板冷却配管 を配置する、請求項 1 0 または 1 1 のいずれか

に記載の酸化亜鉛系円筒 ターゲ ッ 卜の製造方法。

[ 請求項 13 ] 前記酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層 を乾式で切削加工する工程 を有する、

請求項 1 0 ~ 1 2 のいずれか一項 に記載の酸化亜鉛系円筒 ターゲ ッ 卜

の製造方法。

[ 請求項 14] 前記工程 において、 ダイヤモン ドバイ トの先端 を圧縮 ガス及び/ 又

は液化 ガスで冷却 しなが ら前記酸化亜鉛系ターゲ ッ 卜層 を乾式で切削

加工する、請求項 1 3 に記載の酸化亜鉛系円筒 ターゲ ッ 卜の製造方法

[ 請求項 15 ] 前記 ダイヤモン ドバイ トの先端 を、液化炭酸 ガスを吹 き付 けて発生

するパ ウダー状 ドライアイスで冷却 しなが ら前記酸化亜鉛系ターゲ ッ

卜層 を乾式で切削加工する、請求項 1 3 または 1 4 に記載の酸化亜鉛



系円筒 ターゲ ッ 卜の製造方法。
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